
現況報告書（平成30年4月1日現在） 別紙１

１．法人基本情報

(1)都道府県区分 (2)市町村区分 (3)所轄庁区分 (4)法人番号 (5)法人区分 (6)活動状況

(7)法人の名称

(8)主たる事務所の住所

(9)主たる事務所の電話番号 (10)主たる事務所のＦＡＸ番号 (11)従たる事務所の有無

(12)従たる事務所の住所

(13)法人のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

(15)法人の設立認可年月日 (16)法人の設立登記年月日

２．当該会計年度の初日における評議員の状況

(1)評議員の定員 (2)評議員の現員 (3-6)評議員全員の報酬等の総額（円）

～

～

～

～

～

～

～

３．当該会計年度の初日における理事の状況

(1)理事の定員 (2)理事の現員 (3-12)理事全員の報酬等の総額（円）

～

～

～

～

～

～

４．当該会計年度の初日における監事の状況

(1)監事の定員 (2)監事の現員 (3-6)監事全員の報酬等の総額（円）

～

～

５．前会計年度・当会計年度における会計監査人の状況

６．当該会計年度の初日における職員の状況

(1)法人本部職員の人数

①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数

(2)施設・事業所職員の人数

①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数

尾崎　良忠
その他理事 平成19年4月1日 非常勤 あつた労務管理所長（社会保険労務士） 無

H29.4.1 H31.3.31 その他 2回

渡邉　一晃 H29.4.1 H33.4～6　（但し4年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会終結の時）
無 有 1回

誓成保育園施設長

本多　伯舟 H29.4.1 H33.4～6　（但し4年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会終結の時）
無 有 1回

福）清凉会理事長

愛知県 名古屋市 23100 9180005002759 一般法人 運営中

愛知県 名古屋市 西区天塚町1丁目28番地

叡徳福祉会

愛知県 名古屋市 西区天塚町1丁目28番地

052-531-3858 052-531-3864 有

(3-1)評議員の氏名 (3-3)評議員の任期 (3-4)評議員の所

轄庁からの再就職

状況

(3-5）他の社会福祉法人の評

議員・役員・職員との兼務状況

(3-7)前会計年度における評

議員会への出席回数
(3-2)評議員の職業

http://www.akebonohoikuen.com (14)法人のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ info@akebonohoikuen.com

昭和63年6月23日 昭和63年7月1日

7名 7名 0

柘植　信秀 H29.4.1 H33.4～6　（但し4年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会終結の時）
無 無 1回

新瑞幼児園施設長

黒田　剛 H29.4.1 H33.4～6　（但し4年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会終結の時）
無 有 1回

白水保育園施設長

竹腰　公見 H29.4.1 H33.4～6　（但し4年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会終結の時）
無 無 1回

ひかり保育園施設長

川田　朋麿 H29.4.1 H33.4～6　（但し4年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会終結の時）
無 無 1回

ひおき保育園施設長

(3-1)理事の氏名

(3-2)理事の役職
(3-3)理事長への就任

年月日

(3-4)理事の

常勤・非常勤

(3-5)理事選任の評議

員会議決年月日
(3-6)理事の職業

堀田　真吾 H29.4.1 H33.4～6　（但し4年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する定時評議員会終結の時）
無 無 1回

勝幡さくら園副園長

(3-7)理事の

所轄庁からの

再就職状況

(3-8)理事の任期 (3-9)理事要件の区分別該当状況

(3-10)各理

事と親族等特

殊関係にある

者の有無

(3-11)理事報酬等の支給形態

(3-13)前会

計年度におけ

る理事会への

出席回数

6名 6名 0

無

H29.4.1 H31.3.31 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 有 2回
西村　直美

理事長 平成20年6月20日 常勤 あけぼの保育園管理保育士

無

H29.4.1 H31.3.31 社会福祉事業の経営に関する識見 を有する者 2回
伊東　世光

その他理事 昭和63年7月1日 非常勤 天使保育園施設長

無

H29.4.1 H31.3.31 その他 2回
粟野　寛

その他理事 昭和63年7月1日 非常勤 無職

無

H29.4.1 H31.3.31 その他 2回
水野　鉄子

その他理事 平成19年4月1日 非常勤 無職

2名 2名 0

(3-1)監事の氏名

(3-2)①監事の職業 (3-2)②監事の所轄庁からの再就職状況

無

H29.4.1 H31.3.31 社会福祉事業の経営に関する識見 を有する者 有 2回
西村　令司

業務執行理事 平成20年6月20日 常勤 あけぼの保育園施設長

(3-3)監事選任の評議

員会議決年月日

(3-4)監事の任期 (3-5)監事要件の区分別該当状況

(3-7)前会計年度にお

ける理事会への出席回

数

近藤　謙治
福）みなみ福祉会理事長 無

H29.4.1 H31.3.31 社会福祉事業に識見を有する者（その他） 2回

林　千代子
わかば会計事務所所長 無

H29.4.1 H31.3.31 財務管理に識見を有する者（税理士） 2回

(1-1)前会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人名）

(1-2)前会計年度

の会計監査人の監

査報酬額（円）

(1-3)前年度

決算にかかる

定時評議員

会への出席の

有無

(2-1)当会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人名）

(2-2)当会計年度

の会計監査人の監

査報酬額（円）

2

23 4

1.0



７．前会計年度の評議員会の状況

(4)うち開催を省略した回数

８．前会計年度の理事会の状況

(4)うち開催を省略した回数

９．前会計年度の監事監査の状況

(1)監事監査を実施した監事の氏名

(2)監査報告により求められた改善すべき事項

(3)監査報告により求められた改善すべき

　　　事項に対する対応

１０．前会計年度の会計監査の状況

(1)会計監査人による会計監査報告における意見の区分

(2)会計監査人による監査報告書

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(1)社会福祉事業の実施状況

(1)評議員会ごとの評議

員会開催年月日

(2)評議員会ごとの評議員・理事・監事・

会計監査人別の出席者数 (3)評議員会ごとの決議事項

評議員 理事 監事 会計監査人

平成29年6月24日 7 6 2 ①平成29年度 理事・監事の選任について　②平成28年度 事業報告及び決算の承認について

平成30年3月24日 6 2 ①平成30年度 事業計画及び予算の承認について

平成29年6月24日 6 2 ①平成29年度 理事長選任について　②理事長職務代理者選任について　③施設長の選任について　④平成28年度 事業報告及び決算について　⑤給与規定変更について

(1)理事会ごとの理事会

開催年月日

(2)理事会ごとの理事・監事

別の出席者数 (3)理事会ごとの決議事項

理事 監事

特になし

0

近藤　謙治

林　千代子

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円）

①-1拠点

区分コード

分類

①-2拠点

区分名称

①-3事業類型コー

ド分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ウ　延べ床面積

イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

④事業所の

土地の保有

状況

⑤事業所の

建物の保有

状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ総

数（人／年）

自己所有・民間からの貸借 自己所有

114,150,000

（ア）－３修繕年月日

（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）
（イ）修繕費合計額（円）

ア建設費 0

イ大規模修繕

イ大規模修繕 平成23年3月1日 平成24年3月31日 平成25年3月31日 平成26年3月31日 平成28年3月31日

保育事業 あけぼの保育園

ア建設費 昭和45年10月1日 27,036,320 42,545,000 32,000,000 101,581,320 799.990

ア建設費 0

イ大規模修繕

ア建設費 0

イ大規模修繕

イ大規模修繕

ア建設費 0



１１．前会計年度における事業等の概要　－　(2)公益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(3)収益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(4)備考

11-2．うち地域における公益的な取組（地域公益事業含む）（再掲）

１２．社会福祉充実残額及び社会福祉充実計画の策定の状況

（1）社会福祉充実残額の総額（円）

（2）社会福祉充実計画における計画額（計画期間中の総額）

　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）

　　②地域公益事業（円）

　　③公益事業（円）

　　④合計額（①＋②＋③）（円）

（3）社会福祉充実残額の前年度の投資実績額

　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）

　　②地域公益事業（円）

　　③公益事業（円）

　　④合計額（①＋②＋③）（円）

（4）社会福祉充実計画の実施期間 ～

ア建設費 0

イ大規模修繕

①-1拠点

区分コード

分類

①-2拠点

区分名称

①-3事業類型コー

ド分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ総

数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

③事業所の所在地

④事業所の

土地の保有

状況

⑤事業所の

建物の保有

状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員

（イ）修繕費合計額（円）
（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）
イ　大規模修繕

（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月日

（３回目）

ア建設費 0

イ大規模修繕

イ大規模修繕

ア建設費 0

イ大規模修繕

ア建設費 0

①-1拠点

区分コード

分類

①-2拠点

区分名称

①-3事業類型コー

ド分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

④事業所の

土地の保有

状況

⑤事業所の

建物の保有

状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ総

数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円） （ウ）補助金額（円） （エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

（イ）修繕費合計額（円）イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月日

（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）

イ大規模修繕

ア建設費 0

ア建設費 0

ア建設費 0

イ大規模修繕

イ大規模修繕

①取組類型コード分類

➁取組の名称 ③取組の実施場所(区域)

④取組内容

-30,180,000

0

0



１３．透明性の確保に向けた取組状況

(1)積極的な情報公表への取組

　①任意事項の公表の有無

　　㋐事業報告

　　㋑財産目録

　　㋒事業計画書

　　㋓第三者評価結果

　　㋔苦情処理結果

　　㋕監事監査結果

　　㋖附属明細書

(2)前会計年度の報酬・補助金等の公費の状況

　①事業運営に係る公費（円）

　➁施設・設備に係る公費（円）

　③国庫補助金等特別積立金取崩累計額（円）

(3)福祉サービスの第三者評価の受審施設・事業所について

１４．ガバナンスの強化・財務規律の確立に向けた取組状況

(1)会計監査人非設置法人における会計に関する専門家の活用状況

　①実施者の区分

　➁実施者の氏名（法人の場合は法人名）

　③業務内容

　④費用［年額］（円）

(2)法人所轄庁からの報告徴収・検査への対応状況

　①所轄庁から求められた改善事項

　➁実施した改善内容

１５．その他

退職手当制度の加入状況等（複数回答可）

① 社会福祉施設職員等退職手当共済制度（(独)福祉医療機構）に加入

② 中小企業退職金共済制度（(独)勤労者退職金共済機構）に加入

③ 特定退職金共済制度（商工会議所）に加入

④ 都道府県社会福祉協議会や都道府県民間社会福祉事業職員共済会等が行う民間の社会福祉事業･施設の職員を対象とした退職手当制度に加入

⑤ その他の退職手当制度に加入（具体的に：●●●　　）

⑥ 法人独自で退職手当制度を整備

⑦ 退職手当制度には加入せず、退職給付引当金の積立も行っていない

有

有

無

無

無

無

無

188,448,455

0

18,633,333

施設名 直近の受審年度

○

○



差異(A)-(B)
事業活動による収支

叡徳福祉会  資金収支計算書
（自）平成29年 4月 1日（至）平成30年 3月31日

（単位：円）
勘定科目 予算(A) 決算(B)

    保     育      事      業      収     入 [  188,380,000] [  194,335,260] [△ 5,955,260]
  収入

        委       託        費        収       入    151,000,000    158,544,090  △ 7,544,090 
      保   育   所    運    営    費   収   入 (  151,000,000) (  158,544,090) (△ 7,544,090)

      そ   の   他    の    事    業   収   入 (  36,780,000) (  35,791,170) (  988,830)
      私  的   契   約   利   用   料   収  入    600,000    0    600,000 

        運     営      費      補      給     金    20,000,000    19,735,211    264,789 
        事     業      費      補      給     金    60,000    65,794  △ 5,794 

        入     所      予      約      事     業    750,000    0    750,000 
        産    休    あ     け     補    助    金    450,000    444,000    6,000 

        障    害    児     保     育    補    助    10,450,000    10,762,800  △ 312,800 
        延    長    保     育     等    補    助    1,800,000    1,958,600  △ 158,600 

        賃    貸    分     園     補    助    金    1,350,000    1,350,000    0 
        保    育    環     境     促    進    事    520,000    527,630  △ 7,630 

        産 休  代  替  職  員  雇  上  補  助 金    0    213,151  △ 213,151 
        償       還        補        助       金    0    733,984  △ 733,984 

    借  入  金  利  息   補   助  金  収  入 [  700,000] [  0] [  700,000]
        人  材   確   保   対   策   補   助  金    1,400,000    0    1,400,000 

    そ     の      他      の      収     入 [  1,050,000] [  10,100,422] [△ 9,050,422]
    受  取   利   息   配   当   金   収  入 [  500] [  87] [  413]

      利  用  者  等  外   給   食  費  収  入    1,000,000    1,677,024  △ 677,024 
      受    入    研     修     費    収    入    50,000    47,000    3,000 

    事業活動収入計(1)    190,130,500    204,435,769  △ 14,305,269 
      雑                 収                 入    0    8,376,398  △ 8,376,398 

    人       件        費        支       出 [  123,200,000] [  132,616,503] [△ 9,416,503]
  支出

      職     員      賞      与      支     出    21,200,000    23,929,373  △ 2,729,373 
      職     員      給      料      支     出    73,000,000    86,538,545  △ 13,538,545 

      退     職      給      付      支     出    6,000,000    3,765,185    2,234,815 
      非  常   勤   職   員   給   与   支  出    7,800,000    4,230,886    3,569,114 

    事       業        費        支       出 [  13,580,000] [  15,659,960] [△ 2,079,960]
      法    定    福     利     費    支    出    15,200,000    14,152,514    1,047,486 

      保    健    衛     生     費    支    出    1,000,000    537,070    462,930 
      給       食        費        支       出    7,500,000    7,123,256    376,744 

      保    育    材     料     費    支    出    1,500,000    3,141,380  △ 1,641,380 
      日     用      品      費      支     出    30,000    9,120    20,880 

      消  耗   器   具   備   品   費   支  出    650,000    557,719    92,281 
      水    道    光     熱     費    支    出    2,900,000    2,712,497    187,503 

      雑                 支                 出    0    1,580,618  △ 1,580,618 
      保       険        料        支       出    0  △ 1,700    1,700 

      福    利    厚     生     費    支    出    700,000    1,023,847  △ 323,847 
    事       務        費        支       出 [  28,710,000] [  22,758,114] [  5,951,886]

      事   務   消    耗    品    費   支   出    500,000    314,051    185,949 
      旅    費    交     通     費    支    出    400,000    930,534  △ 530,534 

      通    信    運     搬     費    支    出    600,000    482,126    117,874 
      修       繕        費        支       出    10,000,000    2,748,136    7,251,864 

      手       数        料        支       出    200,000    615,065  △ 415,065 
      業    務    委     託     費    支    出    3,900,000    4,227,674  △ 327,674 

      賃       借        料        支       出    6,000,000    3,430,880    2,569,120 
      保       険        料        支       出    800,000    921,270  △ 121,270 

      租     税      公      課      支     出    10,000    0    10,000 
      土  地  ・  建  物   賃   借  料  支  出    2,000,000    5,670,021  △ 3,670,021 

      諸       会        費        支       出    550,000    504,000    46,000 
      保       守        料        支       出    350,000    392,040  △ 42,040 

    支     払      利      息      支     出 [  120,000] [  117,480] [  2,520]
      雑                 支                 出    2,700,000    1,498,470    1,201,530 

    事業活動資金収支差額(3)=(1)-(2)    24,520,500    33,283,712  △ 8,763,212 
    事業活動支出計(2)    165,610,000    171,152,057  △ 5,542,057 

  収入
施設整備等による収支

  支出
    施設整備等収入計(4)    0    0    0 

    固   定   資    産    取    得   支   出 [  0] [  10,909,080] [△ 10,909,080]
    設 備 資 金 借 入  金  元 金 償 還 支 出 [  800,000] [  800,000] [  0]

      構    築    物     取     得    支    出    0    3,618,000  △ 3,618,000 
      建     物      取      得      支     出    0    5,486,400  △ 5,486,400 

    施設整備等支出計(5)    800,000    11,709,080  △ 10,909,080 
      器  具  及  び  備   品   取  得  支  出    0    1,804,680  △ 1,804,680 

    施設整備等資金収支差額(6)=(4)-(5)  △ 800,000  △ 11,709,080    10,909,080 



その他の活動による収支

    積   立   資    産    取    崩   収   入 [  0] [  1,283,400] [△ 1,283,400]
  収入

    その他の活動収入計(7)    0    1,283,400  △ 1,283,400 
      退 職 給 付  引  当  資  産  取 崩 収 入    0    1,283,400  △ 1,283,400 

    積     立      資      産      支     出 [  15,000,000] [  40,000,000] [△ 25,000,000]
  支出

    サ ー ビ ス  区  分  間  繰  入 金 支 出 [  1,000,000] [  0] [  1,000,000]
      修   繕   積    立    資    産   支   出    15,000,000    40,000,000  △ 25,000,000 

    その他の活動資金収支差額(9)=(7)-(8)  △ 16,000,000  △ 38,716,600    22,716,600 
    その他の活動支出計(8)    16,000,000    40,000,000  △ 24,000,000 

当期資金収支差額合計(11)=(3)+(6)+(9)-(10)    7,720,500  △ 17,141,968    24,862,468 
予       備        費        支       出(10) [  0]  ---------------- [  0]

当期末支払資金残高(11)+(12)    7,720,500    40,525,873  △ 32,805,373 
前  期   末   支   払   資   金   残  高(12) [  0] [  57,667,841] [△ 57,667,841]



叡徳福祉会  事業活動計算書
（自）平成29年 4月 1日（至）平成30年 3月31日

（単位：円）
勘定科目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減(A)-(B)

  収益
サービス活動増減の部

      委       託        費        収       入    158,544,090    151,410,420    7,133,670 
    保     育      事      業      収     入 [  194,335,260] [  190,786,991] [  3,548,269]

      そ   の   他    の    事    業   収   入 (  35,791,170) (  37,780,467) (△ 1,989,297)
      私  的   契   約   利   用   料   収  益    0    1,596,104  △ 1,596,104 

        運     営      費      補      給     金    18,980,411    19,773,368  △ 792,957 
        保 育  環  境  促  進  事  業  補  助 金    527,630    492,640    34,990 

        障   害   児    保    育    補   助   金    10,762,800    10,450,500    312,300 
        産 休  代  替  職  員  雇  上  補  助 金    213,151    502,425  △ 289,274 

        延    長    保     育     補    助    金    1,958,600    1,808,400    150,200 
        人  材   確   保   対   策   補   助  金    0    1,402,000  △ 1,402,000 

        産  休   あ   け   保   育   補   助  金    444,000    444,000    0 
        歯    科    検     診     補    助    金    65,794    59,902    5,892 

        分       園        補        助       金    1,350,000    1,350,000    0 
        償       還        補        助       金    733,984    742,432  △ 8,448 

    そ     の      他      の      収     入 [  10,100,422] [  5,351,050] [  4,749,372]
        入    所    予     約     事    業    補    754,800    754,800    0 

      受    入    研     修     費    収    入    47,000    117,000  △ 70,000 
      利  用   者   等   外   給   食   収  入    1,677,024    1,541,160    135,864 

    サービス活動収益計(1)    204,435,682    196,138,041    8,297,641 
      雑                 収                 益    8,376,398    3,692,890    4,683,508 

    人                 件                 費 [  131,333,103] [  119,996,263] [  11,336,840]
  費用

        基                 本                 給    62,326,400    53,895,744    8,430,656 
      職          員           給           料 (  86,538,545) (  73,256,604) (  13,281,941)

        扶          養           手           当    550,800    664,800  △ 114,000 
        そ       の        他        手       当    3,186,764    900,469    2,286,295 

        地          域           手           当    9,494,946    8,532,202    962,744 
        管       理        職        手       当    584,040    560,160    23,880 

        超     過      勤      務      手     当    2,431,420    1,954,291    477,129 
        特     殊      業      務      手     当    2,076,000    1,857,600    218,400 

        通          勤           手           当    2,082,575    1,980,138    102,437 
        特          別           手           当    3,640,000    2,640,000    1,000,000 

      職          員           賞           与    23,929,373    21,294,737    2,634,636 
        住          居           手           当    165,600    271,200  △ 105,600 

      退     職      給      付      費     用    2,481,785    2,422,755    59,030 
      非    常    勤     職     員    給    与    4,230,886    7,782,450  △ 3,551,564 

    事                 業                 費 [  15,659,960] [  14,999,050] [  660,910]
      法       定        福        利       費    14,152,514    15,239,717  △ 1,087,203 

      保       健        衛        生       費    537,070    678,223  △ 141,153 
      給                 食                 費    7,123,256    7,067,939    55,317 

      保       育        材        料       費    3,141,380    1,513,052    1,628,328 
      日          用           品           費    9,120    18,972  △ 9,852 

      消    耗    器     具     備    品    費    465,483    653,412  △ 187,929 
      水       道        光        熱       費    2,712,497    2,660,912    51,585 

      雑                                    費    1,580,618    2,406,540  △ 825,922 
      保                 険                 料  △ 1,700    0  △ 1,700 

    事                 務                 費 [  22,758,114] [  23,182,835] [△ 424,721]
      器       具        什        器       費    92,236    0    92,236 

      旅       費        交        通       費    930,534    374,589    555,945 
      福       利        厚        生       費    1,023,847    699,407    324,440 

      修                 繕                 費    2,748,136    6,677,701  △ 3,929,565 
      事     務      消      耗      品     費    314,051    430,363  △ 116,312 

      業       務        委        託       費    4,227,674    3,753,517    474,157 
      通       信        運        搬       費    482,126    595,571  △ 113,445 

      保                 険                 料    921,270    839,975    81,295 
      手                 数                 料    615,065    169,824    445,241 

      土   地   ・    建    物    賃   借   料    5,670,021    0    5,670,021 
      賃                 借                 料    3,430,880    6,114,528  △ 2,683,648 

      保                 守                 料    392,040    326,052    65,988 
      租          税           公           課    0    4,000  △ 4,000 

      雑                                    費    1,451,112    1,917,348  △ 466,236 
      諸                 会                 費    504,000    543,860  △ 39,860 

    減       価        償        却       費 [  15,421,329] [  14,196,216] [  1,225,113]
      器       具        什        器       費    47,358    736,100  △ 688,742 

    サービス活動費用計(2)    181,172,506    168,374,364    12,798,142 
    国庫 補 助 金 等 特 別 積 立 金 取 崩 額 [△ 4,000,000] [△ 4,000,000] [  0]

    サービス活動増減差額(3)=(1)-(2)    23,263,176    27,763,677  △ 4,500,501 



サービス活動外増減の部

    受  取   利   息   配   当   金   収  益 [  1,586] [  3] [  1,583]
  収益

      雑                 収                 益    0    1,500,000  △ 1,500,000 
    そ の 他 の サ ー  ビ  ス 活 動 外 収 益 [  0] [  1,500,000] [△ 1,500,000]

  費用
    サービス活動外収益計(4)    1,586    1,500,003  △ 1,498,417 

    サービス活動外費用計(5)    117,480    222,259  △ 104,779 
    支          払           利           息 [  117,480] [  222,259] [△ 104,779]

    経常増減差額(7)=(3)+(6)    23,147,282    29,041,421  △ 5,894,139 
    サービス活動外増減差額(6)=(4)-(5)  △ 115,894    1,277,744  △ 1,393,638 

  収益
特別増減の部

    特別収益計(8)    0    8,313,341  △ 8,313,341 
    サ ー ビ ス  区  分  間  繰  入 金 収 益 [  0] [  8,313,341] [△ 8,313,341]

    サ ー ビ ス  区  分  間  繰  入 金 費 用 [  0] [  8,313,341] [△ 8,313,341]
  費用

    特別増減差額(10)=(8)-(9)    0    0    0 
    特別費用計(9)    0    8,313,341  △ 8,313,341 

繰越活動増減差額の部
当期活動増減差額(11)=(7)+(10)    23,147,282    29,041,421  △ 5,894,139 

    当期末繰越活動増減差額(13)=(11)+(12)    195,341,130    187,193,848    8,147,282 
    前  期  繰  越  活   動   増  減  差  額(12) [  172,193,848] [  158,152,427] [  14,041,421]

    そ  の  他  の  積   立   金  取  崩  額(15) [  0] [  0] [  0]
    基     本      金      取      崩     額(14) [  0] [  0] [  0]

      修   繕   積    立    金    積   立   額    40,001,499    15,000,000    25,001,499 
    そ  の  他  の  積   立   金  積  立  額(16) [  40,001,499] [  15,000,000] [  25,001,499]

    (17)=(13)+(14)+(15)-(16)    155,339,631    172,193,848  △ 16,854,217 
    次期繰越活動増減差額



叡徳福祉会  貸借対照表
平成30年 3月31日現在

（単位：円）
資   産   の   部

流動資産    41,775,765    58,896,643  △ 17,120,878 
勘定科目 当年度末 前年度末 増減

  未       収        補        助       金    2,118,233    2,895,522  △ 777,289 
  現金預金    39,634,892    55,978,481  △ 16,343,589 

固定資産    390,666,891    355,136,256    35,530,635 
  前                 払                 金    22,640    22,640    0 

    土                                    地    138,804,362    138,804,362    0 
  基本財産    213,196,265    215,384,062  △ 2,187,797 

  その他の固定資産    177,470,626    139,752,194    37,718,432 
    建                                    物    74,391,903    76,579,700  △ 2,187,797 

    構                 築                 物    9,120,821    6,261,194    2,859,627 
    建                                    物    94,395,709    99,191,644  △ 4,795,935 

    器     具      及      び      備     品    7,143,893    7,532,037  △ 388,144 
    車       輌        運        搬       具    2    2    0 

    修     繕      積      立      資     産    55,001,499    15,000,000    40,001,499 
    退   職   給    付    引    当   資   産    10,808,702    10,767,317    41,385 

負   債   の   部
    資産の部合計    432,442,656    414,032,899    18,409,757 
    差       入        保        証       金    1,000,000    1,000,000    0 

  事       業        未        払       金    546,663    480,671    65,992 
流動負債    2,049,892    2,028,802    21,090 

  預                 り                 金    703,229    748,131  △ 44,902 
  １年以 内 返 済 予 定 設 備 資 金 借入金    800,000    800,000    0 

  設    備    資     金     借    入    金    7,800,000    8,600,000  △ 800,000 
固定負債    18,608,702    19,367,317  △ 758,615 

純  資  産  の  部
    負債の部合計    20,658,594    21,396,119  △ 737,525 
  退    職    給     付     引    当    金    10,808,702    10,767,317    41,385 

  基                 本                 金    139,981,265    139,981,265    0 
基本金    139,981,265    139,981,265    0 

  国 庫  補  助  金  等  特  別  積  立 金    61,461,667    65,461,667  △ 4,000,000 
国庫補助金等特別積立金    61,461,667    65,461,667  △ 4,000,000 

  修       繕        積        立       金    55,001,499    15,000,000    40,001,499 
その他の積立金    55,001,499    15,000,000    40,001,499 

（うち当期活動増減差額）    23,147,282    29,041,421  △ 5,894,139 
次期繰越活動増減差額    155,339,631    172,193,848  △ 16,854,217 

    負債及び純資産の部合計    432,442,656    414,032,899    18,409,757 
純資産の部合計    411,784,062    392,636,780    19,147,282 



社会福祉法人  叡徳福祉会定款 

     第一章  総則 

 

  （目的） 

第一条 この社会福祉法人（以下「法人」という。）は、多様な福祉サービスがその利用者の意

向を尊重して総合的に提供されるよう創意工夫することにより、利用者が、個人の尊厳を保

持しつつ、心身ともに健やかに育成されるよう支援することを目的として、次の社会福祉事

業を行う。 

     第二種社会福祉事業 

     保育所の経営 

 

  （名称） 

第二条 この法人は、社会福祉法人叡徳福祉会という。 

 

  （経営の原則） 

第三条 この法人は、社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、効果的か

つ適正に行うため、自主的にその経営基盤の強化を図るとともに、その提供する福祉サー

ビスの質の向上並びに事業経営の透明性の確保を図り、もって地域福祉の推進に努めるも

のとする。 

2.  この法人は、地域社会に貢献する取組として、子育て世帯を支援するため、無料又は低

額な料金で福祉サービスを積極的に提供するものとする。 

 

  （事務所の所在地） 

第四条 この法人の事務所を愛知県名古屋市西区天塚町一丁目２８番地に置く。 

 

     第二章  評議員 

 

（評議員の定数） 

第五条 この法人に評議員 7名を置く。 

 

（評議員の選任及び解任） 

第六条 この法人に評議員選任・解任委員会を置き、評議員の選任及び解任は、評議員選

任・解任委員会において行う。 

２ 評議員選任・解任委員会は、監事 2名、事務局員 1名、外部委員 1名の合計 4名で構成

する。 



３ 選任候補者の推薦及び解任の提案は、理事会が行う。評議員選任・解任委員会の運営に

ついての細則は、理事会において定める。 

４ 選任候補者の推薦及び解任の提案を行う場合には、当該者が評議員として適任及び不適

任と判断した理由を委員に説明しなければならない。 

５ 評議員選任・解任委員会の決議は、委員の過半数が出席し、その過半数をもって行う。た

だし、外部委員が出席し、かつ、外部委員が賛成することを要する。 

 

（評議員の任期） 

第七条 評議員の任期は、選任後四年以内に終了する会計年度のうち最終のものに関する

定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した

評議員の任期の満了する時までとすることができる。 

3  評議員は、第五条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任により退任し

た後も、新たに選任された者が就任するまで、なお評議員としての権利義務を有する。 

 

（評議員の報酬等） 

第八条 評議員の報酬については支給しない。 

２ 評議員には費用を弁償することができる。 

 

第三章 評議員会 

 

（構成） 

第九条 評議員会は、全ての評議員をもって構成する。 

 

（権限） 

第一〇条 評議員会は、次の事項について決議する。 

(1) 理事及び監事の選任又は解任 

(2) 理事及び監事の報酬等の額 

(3) 理事及び監事並びに評議員に対する報酬等の支給の基準 

(4) 計算書類（貸借対照表及び収支計算書）及び財産目録の承認 

(5) 定款の変更 

(6) 残余財産の処分 

(7) 基本財産の処分 

(8) 社会福祉充実計画の承認 

(9) その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

（開催） 



第一一条 評議員会は、定時評議員会として毎会計年度終了後 3 ヶ月以内に 1 回開催する

ほか、必要がある場合に開催する。 

 

（招集） 

第一二条 評議員会は、法令に別段の定めがある場合を除き、理事会の決議に基づき理事

長が招集する。 

２ 評議員は、理事長に対し、評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して、評議員

会の招集を請求することができる。 

 

（決議） 

第一三条 評議員会の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員

の過半数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、決議について特別の利害関係を有する評議員を

除く評議員の 3分の 2以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

(1) 監事の解任 

(2) 定款の変更 

(3) その他法令で定められた事項 

３ 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては、各候補者ごとに第 1 項の決議を行

わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第 15 条に定める定数を上回る場

合には、過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するまでの

者を選任することとする。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、評議員（当該事項について議決に加わることがで

きるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、評議

員会の決議があったものとみなす。 

 

（議事録） 

第一四条 評議員会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 出席した評議員及び理事は、前項の議事録に記名押印する。 

 

第四章 役員及び職員 

 

（役員の定数） 

第一五条 この法人には、次の役員を置く。 

（１）理事 6名 

（２）監事 2名 

２ 理事のうち 1名を理事長とする。 



３ 理事長以外の理事のうち、1名を業務執行理事とする。 

 

（役員の選任） 

第一六条 理事及び監事は、評議員会の決議によって選任する。 

２ 理事長及び業務執行理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

 

（理事の職務及び権限） 

第一七条 理事は、理事会を構成し、法令及びこの定款で定めるところにより、職務を執行す

る。 

２ 理事長は、法令及びこの定款で定めるところにより、この法人を代表し、その業務を執行し、

業務執行理事は、理事会において別に定めるところにより、この法人の業務を分担執行す

る。 

３ 理事長及び業務執行理事は、3 箇月に 1 回以上、自己の職務の執行の状況を理事会に

報告しなければならない。 

 

（監事の職務及び権限） 

第一八条 監事は、理事の職務の執行を監査し、法令で定めるところにより、監査報告を作成

する。 

２ 監事は、いつでも、理事及び職員に対して事業の報告を求め、この法人の業務及び財産

の状況の調査をすることができる。 

 

（役員の任期） 

第一九条 理事又は監事の任期は、選任後二年以内に終了する会計年度のうち最終のもの

に関する定時評議員会の終結の時までとし、再任を妨げない。 

２ 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は、退任した

評議員の任期の満了する時までとすることができる。 

3  理事又は監事は、第一五条に定める定数に足りなくなるときは、任期の満了又は辞任に

より退任した後も、新たに選任された者が就任するまで、なお理事又は監事としての権利義

務を有する。 

 

（役員の解任） 

第二〇条 理事又は監事が、次のいずれかに該当するときは、評議員会の決議によって解任

することができる。 

(1) 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

(2) 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

 



 

（役員の報酬等） 

第二一条 役員の報酬については、理事及び監事に対して、評議員会において別に定める

報酬等の支給の基準に従って算定した額を、報酬等として支給することができる。 

２ 理事及び監事には、別に定める規定により、費用を弁償することができる。 

３ 前項に関し必要な事項は、理事会の議決を経て、理事長が別に定める。 

 

（職員） 

第二二条 この法人に、職員を置く。 

２ この法人の設置経営する施設の長他の重要な職員（以下「施設長等」という。）は、理事会

において、選任及び解任する。 

３ 施設長等以外の職員は、理事長が任免する。 

 

第五章 理事会 

 

（構成） 

第二三条 理事会は、全ての理事をもって構成する。 

 

（権限） 

第二四条 理事会は、次の職務を行う。ただし、日常の業務として理事会が定めるものについ

ては理事長が専決し、これを理事会に報告する。 

(1) この法人の業務執行の決定 

(2) 理事の職務の執行の監督 

(3) 理事長及び業務執行理事の選定及び解職 

 

（招集） 

第二五条 理事会は、理事長が招集する。 

２ 理事長が欠けたとき又は理事長に事故があるときは、各理事が理事会を招集する。 

 

（決議） 

第二六条 理事会の決議は、決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半

数が出席し、その過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事（当該事項について議決に加わることができるものに限る。）

の全員が書面又は電磁的記録により同意の意思表示をしたとき（監事が当該提案について

異議を述べたときを除く。）は、理事会の決議があったものとみなす。 

 



 

 

（議事録） 

第二七条 理事会の議事については、法令で定めるところにより、議事録を作成する。 

２ 出席した理事及び監事は、前項の議事録に記名押印する。 

 

     第六章  資産及び会計 

 

  （資産の区分） 

第二八条 この法人の資産は、これを分けて基本財産とその他財産の二種とする。 

２ 基本財産は、次の各号に掲げる財産をもって構成する。 

  ⑴名古屋市西区天塚町一丁目２８番所在のあけぼの保育園 

        敷地    １筆    （２７７．６８㎡） 

  ⑵名古屋市西区天塚町一丁目２８番地所在の鉄筋コンクリート・木造陸屋根合金メッキ鋼 

板ぶき５階建 

        あけぼの保育園 

        園 舎   １棟    （４３７．７４㎡） 

  ⑶名古屋市西区天塚町一丁目２６番所在のあけぼの保育園 

        敷地    １筆    （１６５．２８㎡） 

  ⑷名古屋市西区天塚町一丁目 26番地、27番地所在の鉄骨造陸屋根３階建 

        あけぼの保育園 

        園 舎   １棟    （２９６．８７㎡） 

  ⑸名古屋市西区天塚町一丁目２7番所在のあけぼの保育園 

      敷地    １筆    （112．39㎡） 

３ その他財産は、基本財産以外の財産とする。 

４ 基本財産に指定されて寄附された金品は、速やかに第２項に掲げるため必要な手続をとら

なければならない。 

 

  （基本財産の処分） 

第二九条 基本財産を処分し、又は担保に供しようとするときは、理事会及び評議員会の承認

を得て、名古屋市長の承認を得なければならない。ただし、次の各号に掲げる場合には、

名古屋市長の承認は必要としない。 

  １ 独立行政法人福祉医療機構に対して基本財産を担保に供する場合 

  ２ 独立行政法人福祉医療機構と協調融資（独立行政法人福祉医療機構の福祉貸付が

行う施設整備のための資金に対する融資と併せて行う同一の財産を担保とする当該施

設整備のための資金に対する融資をいう。以下同じ。）に関する契約を結んだ民間金



融機関に対して基本財産を担保にする場合（協調融資に係る担保に限る。） 

 

 

  （資産の管理） 

第三〇条 この法人の資産は、理事会の定める方法により、理事長が管理する。 

２ 資産のうち現金は、確実な金融機関に預け入れ、確実な信託会社に信託し、又は確実な 

有価証券に換えて、保管する。 

 

（事業計画及び収支予算） 

第三一条 この法人の事業計画書及び収支予算書については、毎会計年度開始の日の前日

までに、理事長が作成し、理事会の承認を受けなければならない。これを変更する場合も、

同様とする。 

２ 前項の書類については、主たる事務所に、当該会計年度が終了するまでの間備え置き、

一般の閲覧に供するものとする。 

 

（事業報告及び決算） 

第三二条 この法人の事業報告及び決算については、毎会計年度終了後、理事長が次の書

類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければならない。 

(1) 事業報告 

(2) 事業報告の附属明細書 

(3) 貸借対照表 

(4) 収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書） 

(5) 貸借対照表及び収支計算書（資金収支計算書及び事業活動計算書）の附属明細                          

書 

(6) 財産目録 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第 1号、第 3号、第 4号及び第 6号の書類については、

定時評議員会に提出し、第 1 号の書類についてはその内容を報告し、その他の書類につ

いては、承認を受けなければならない。 

３ 第 1 項の書類のほか、次の書類を主たる事務所に 5 年間備え置き、一般の閲覧に供する

とともに、定款を主たる事務所に備え置き、一般の閲覧に供するものとする。 

(1) 監査報告 

(2) 理事及び監事並びに評議員の名簿 

(3) 理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

(4) 事業の概要等を記載した書類 

 

（会計年度） 



第三三条 この法人の会計年度は、毎年四月一日に始まり、翌年三月三一日をもって終わる。 

 

 

（会計処理の基準） 

第三四条 この法人の会計に関しては、法令等及びこの定款に定めのあるもののほか、理事

会において定める経理規程により処理する。 

 

（臨機の措置） 

第三五条 予算をもって定めるもののほか、新たに義務の負担をし、又は権利の放棄をしよう

とするときは、理事総数の三分の二以上の同意がなければならない。 

 

     第七章  解散 

 

  （解散） 

第三六条 この法人は、社会福祉法第４６条第１項第１号及び第３号から第６号までの解散事

由により解散する。 

 （残余財産の帰属） 

第三七条 解散（合併又は破産による解散を除く。）した場合における残余財産は、評議員会

の決議を得て、社会福祉法人並びに社会福祉事業を行う学校法人及び公益財団法人のう

ちから選出されたものに帰属する。 

 

     第八章  定款の変更 

 

  （定款の変更） 

第三八条 この定款を変更しようとするときは、評議員会の決議を得て、名古屋市長の認可

（社会福祉法第４5条の 36第 2項に規定する厚生労働省令で定める事項に係るもの

を除く。）を受けなければならない。 

２ 前項の厚生労働省令で定める事項に係る定款の変更をしたときは、遅滞なくその旨を名古 

屋市長に届け出なければならない。 

 

     第九章  公告の方法その他 

 

  （公告の方法） 

第三九条 この法人の公告は、社会福祉法人叡徳福祉会の掲示場に掲示するとともに、官報、

新聞又は電子公告に掲載して行う。 

 



  （施行細則） 

第四〇条 この定款の施行についての細則は、理事会において定める。 

 

  （附則） 

この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。ただし、この法人の成立後遅滞な

く、この定款に基づき、役員の選任を行うものとする。 

理事長  西村正義 

理 事   粟野寛 

理 事   伊東世光 

理 事   伊藤一郎 

理 事   松井眞 

理 事   都築文子 

監 事   小川好男 

監 事   近藤謙治 



平成30年4月１日現在

役職名 氏名 生年月日 職　　　　　　業 現就任年月日 任　　　　　　　　　　　　期

理事長 西村　直美昭和24年12月18日
あけぼの保育園管理保
育士

平成29年4月1日 平成29年４月１日～31年３月３１日

理事 西村　令司昭和47年10月10日 あけぼの保育園園長 平成29年4月1日 平成29年４月１日～31年３月３１日

理事 水野　鉃子 昭和14年8月2日
名古屋市民生委員・児
童委員

平成29年4月1日 平成29年４月１日～31年３月３１日

理事 尾崎　良忠 昭和45年10月4日 社会保険労務士 平成29年4月1日 平成29年４月１日～31年３月３１日

理事 伊東　世光 昭和26年3月21日 天使保育園園長 平成29年4月1日 平成29年４月１日～31年３月３１日

理事 粟野　寛 昭和21年7月31日 元㈱丸栄監査役 平成29年4月1日 平成29年４月１日～31年３月３１日

監事 近藤　謙治 昭和14年6月15日 (福)みなみ福祉会理事長 平成29年4月1日 平成29年４月１日～31年３月３１日

監事 林　千代子 昭和46年1月26日 わかば会計事務所所長 平成29年4月1日 平成29年４月１日～31年３月３１日

平成30年4月１日現在

役職名 氏名 生年月日 職　　　　　　業 現就任年月日 任　　　　　　　　　　　　期

評議員 黒田　剛 昭和39年2月28日 白水保育園園長 平成29年4月1日 平成29年４月１日～33年4～6月

評議員 柘植　信秀 昭和48年9月21日 新瑞幼児園園長 平成29年4月1日 平成29年４月１日～33年4～6月

評議員 渡邉　一晃 昭和49年2月17日 誓成保育園園長 平成29年4月1日 平成29年４月１日～33年4～6月

評議員 川田　朋麿昭和51年11月24日 ひおき保育園園長 平成29年4月1日 平成29年４月１日～33年4～6月

評議員 本多　伯舟 昭和49年5月21日 （福）清凉会理事長 平成29年4月1日 平成29年４月１日～33年4～6月

評議員 竹腰　公見昭和60年10月22日 ひかり保育園園長 平成29年4月1日 平成29年４月１日～33年4～6月

評議員 堀田　真吾 昭和57年8月22日 勝幡さくら園副園長 平成29年4月1日 平成29年４月１日～33年4～6月

社会福祉法人　叡徳福祉会　役員名簿

理事・監事

評議員



 

役員報酬規程 

社会福祉法人 叡徳福祉会 

 

第 1章総則 

（目的） 

第 1条 

この規程は社会福祉法人叡徳福祉会（以下「法人」という。）の理事長、理事、及び監事（以

下「役員」という。）の報酬等の支給について定めることを目的とする。 

 

（適用範囲） 

第 2条 

この規程は、役員規程に定めるところの役員に適用する。 

（1） 常勤の理事とは理事のうちこの法人を主たる勤務場所とする者をいう。 

（2） 非常勤の役員とは、役員のうち常勤の理事以外の者をいう。 

 

（理事会及び評議員会の出席報酬等） 

第 3条 

役員が理事会、評議員が評議員会に出席したときは、出席にかかる交通費の実費のみ支給す

る。ただし社有車による送迎を行うものは支給しない。 

 

（役員の報酬） 

第 4条 

役員及び評議員は、無報酬とする。 

（改廃） 

第 5条 

本規定は評議員会の議決を経て、改廃することができる。 

附則 

（施行） 

この規程は、平成 30年 6月 1日から施行する。 

 



評議員の報酬に関する規程 

社会福祉法人 叡徳福祉会 

 

第1章総則 

（規程の意義） 

第1条 

この規程は社会福祉法人叡徳福祉会定款第8条の定めにより、評議員の報酬等に関する事

項を規定する。 

 

（適用範囲） 

第2条 

この規程は、評議員規程に定めるところの職員に適用する。ただし、その地位のみに基づいて

は報酬を支給しない。 

 

（非常勤役員の報酬） 

第3条 

評議員が評議員会に出席する場合には、次のとおり支給する。 

出席に掛かる交通費の実費 

ただし、評議員会の開催をしない場合は、支給は行わない。 

 

（通勤手当） 

第4条 

評議員が評議員会に出席する際は、社有車による送迎を行うもの以外は、その通勤実態に応

じて、その実費を支給するか、その費用を本法人が負担する。 

 

附則 

（施行） 

第1条 

この規程は、平成２９年６月２４日から施行する。 

 

（本規程の改廃） 

第2条 

この規程の改廃を必要とする場合は、評議員会の決議を経てこれを行う。 


